
田辺市学童保育所の設備及び運営に関する基準(案) 

 

 

１．経過等について 
学童保育所は、小学校に就学している児童で、保護者が就労により昼間家庭にいない

児童や、疾病、介護等により昼間家庭での養育ができない児童を対象として、その放課

後の時間帯において児童に適切な遊びや生活の場を提供し、その児童の健全育成を図る

ことを目的としています。 
子ども・子育て支援新制度では、地域の実情に応じた子ども子育て支援事業の充実を

図ることとされており、学童保育所もその一つに位置付けられ、その設備や運営基準に

ついて、国が定める放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準に基づき、本

市が条例で定める必要があるとされております。 
 

２．基準案について 

項目 国の基準 基準 市の基準 市の考え方 

従事する

者 

・学童保育所指導員は、次のいずれ 

かに該当する者であって、都道府県 

知事が行う研修を修了したもの 

 ○保育士 

 ○社会福祉士 

 ○高等学校を卒業した者であっ

て、２年以上児童福祉事業に従

事した者 

 ○教員免許を有する者 

 ○大学・大学院で社会福祉学、心

理学、教育学、社会学、芸術学

若しくは体育学を専修する科又

はこれらに相当する課程を修め

て卒業した者 

 ○高等学校を卒業した者等であ

り、かつ、２年以上学童保育所

に類似する事業に従事した者で

あって、市町村長が適当と認め

たもの 

 ※経過措置あり 

従 う 

べ き 

基 準 

国の基準と

同じ 

国の方針の

とおり 

員数 

 

 

 

 

 

 

 

・「児童の集団の規模」の基準で定め 

る児童の集団に対して学童保育所指 

導員２人以上を配置することとす 

る。ただし、そのうち、１人を除き、 

補助員(学童保育所指導員が行う支 

援について学童保育所指導員を補助 

する者)をもって代えることができ 

る。 

従 う 

べ き 

基 準 

 

 

 

 

 

国の基準と

同じ 

 

 

 

 

 

 

国の方針の

とおり 

 

 

 

 

 

 

資料８ 



児童の集

団の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「児童の集団の規模」は、おおむね 

40人以下とする。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

 

「児童の集

団規模」は、

概ね 40 人以

下とする。但

し、地域の実

情を考慮す

る必要があ

る場合は、こ

の限りでは

ない。 

地域の実情

を考慮しつ

つ、原則国の

基準とする。 

施設・設

備 

<専用区域、設備、備品等> 

・専用区域(遊び及び生活の場並び 

に静養するための機能を備えた区 

域)と必要な設備及び備品等の整備 

<面積> 

・専用区域の面積は、児童１人につ 

き概ね 1.65㎡以上とする。 

<その他> 

・専用区域と必要な設備及び備品等 

の整備は、衛生及び安全を確保しな 

ければならない。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

国の基準と

同じ 

国の方針の

とおり 

開所時間

及び開所

日数 

 

 

 

 

・開所時間は、休業日については１ 

日８時間以上、休業日以外について 

は１日平均３時間以上を原則とす 

る。 

・開所日数は、年間 250日以上を原 

則とし、その地方における児童の保 

護者の就労日数、小学校の休業日そ 

の他の状況等を考慮する。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

国の基準と

同じ 

国の方針の

とおり 

非常災害

対策 

・軽便消火器等の消火用具、非常口 

その他非常災害に必要な設備を設け 

るとともに、非常災害に対する具体 

的な計画を立て、これに対する不断 

の注意と訓練をするよう努めなけれ 

ばならない。 

・避難及び消火に対する訓練は、定 

期的にこれを行わなければならな 

い。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

国の基準と

同じ 

国の方針の

とおり 

利用者を

平等に取

り扱う原

則 

・事業者は、児童の国籍、信条又は 

社会的身分によって、差別的取扱い 

をしてはならない。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

国の基準と

同じ 

国の方針の

とおり 

虐待の禁

止 

 

 

 

・職員は、児童に対し、虐待その他 

当該利用者の心身に有害な影響を与 

える行為をしてはならない。 

 

 

参 酌

す べ

き 基 

準 

 

国の基準と

同じ 

 

 

 

国の方針の

とおり 

 

 

 



秘密保持

等 

 

 

 

 

・職員は、正当な理由がなく、その 

業務上知り得た利用者又はその家族 

の秘密を漏らしてはならない。 

・事業者は、職員であったものが正 

当な理由がなく、その業務上知り得 

た児童又はその家族の秘密を漏らす 

ことがないよう、必要な措置を講じ 

なければならない。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

 

国の基準と

同じ 

 

 

 

 

 

国の方針の

とおり 

 

 

 

 

 

苦情への

対応 

・事業者は、その行った支援に関す 

る児童又はその保護者等からの苦情 

に迅速かつ適切に対応するために、 

苦情を受け付けるための窓口を設置 

する等の必要な措置を講じなければ 

ならない。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

 

国の基準と

同じ 

 

国の方針の

とおり 

保護者と

の連絡 

・事業者は、常に児童の保護者と密 

接な連絡をとり、当該利用者の健康 

及び行動を説明するとともに、支援 

の内容等につき、その保護者の理解 

及び協力を得るよう努めなければな 

らない。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

 

国の基準と

同じ 

 

国の方針の

とおり 

関係機関

との連携 

・事業者は、市町村、児童福祉施設、 

利用者の通学する小学校等関係機関 

と密接に連携して、利用者の支援に 

当たらなければならない。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

国の基準と

同じ 

 

国の方針の

とおり 

事故発生

時の対応 

・事業者は、児童に対する支援の提 

供により事故が発生した場合は、速 

やかに市町村、当該児童の保護者等 

に連絡を行うとともに、必要な措置 

を講じなければならない。 

参 酌

す べ

き 基 

準 

 

国の基準と

同じ 

 

国の方針の

とおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


